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児童養護施設における療育手帳を用いた
子どもの進路指導
吉田　耕平
　本研究では，児童養護施設での参与観察と施設退所者へのインタビュー結果により，子
どもたちの進路指導に着目する．近年の児童養護施設の研究では，社会的排除の観点から
退所者が路上生活を送っていることや，不安定就労のため離職率が高いことなどに焦点が
当てられた研究が多いなか，本研究は，子どもたちが障害の判定を受け，療育手帳を用い
た施設の進路指導に言及する．フィールドワークによる取り組みのなかから施設には，子
どもたちの就学後の進路として，普通学校と特別支援学校に進学する２つのコースが存在
することがわかった．特別支援学校への進学には療育手帳が必要になるため，保護者から
の理解を得ようと奮闘する職員の姿がみられた．そして施設では，療育手帳を取得するこ
とで子どもが，経済的支援や福祉サービスを受けられるため，施設を出たときのある種保
険になると考えられていた．他方，施設の退所を控える子どものなかには，普通高校へ進
学したが，就職が困難な子ども，あるいは家族を頼ることができない子どもに療育手帳の
取得を勧めていた．今回，インタビューに応じてくれたＸさんも，施設入所中に療育手帳
を取得し，一般雇用から障害者雇用の枠で仕事を探していた．しかし，療育手帳を使用す
ることはなかったというＸさんは，退所した後に療育手帳を返上しており，障害者として
キャリアを歩んでいるわけではなかった．退所後の生活の安定を考え施設では，子どもに
療育手帳の取得を勧めていたが，同時に，低学歴で社会に出ることの難しさや，退所した
後悩んだときに相談ができるところを作ろうとする職員の姿があった．以下，幾例かの真
摯な取り組みの実際を示す．そこには，児童養護施設における進路指導の厳しさと共に指
導体制の確立が早急に求められることがわかった．
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1　問題関心
　経済的に困窮している家庭や虐待の判定を受けた家庭の子どもが，児童相談所から
児童養護施設に措置されている．子どもたちの施設での生活は，原則18歳までとなり，
退所後，家庭復帰か社会に出ることになる．子どものなかには，不安定な職業に就き，
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転職を繰り返すなど，家族を頼ることができず路上生活者としての生活を送る者もい
るという（西田 2011 ; 妻木 2011）．また施設の子どもが社会的に不利な状況に陥らな
いよう，大学や短期大学など高等教育機関（以下，高校卒業後の進学先を，「高等教
育機関」とする）への進学が欠かせないのではないかと，進路保障の観点から22歳ま
での措置延長が必要であるという声もある（武藤 2015）．本稿は，低学力や低学歴，
学業不振のため高校卒業後に進学や就職が困難と予想される子どもに対して，退所し
た後の生活に困窮しないよう，障害者基礎年金や公共交通機関の割引などが受けられ
る療育手帳を取得するために，知的障害の診断を用いておこなっている進路指導に着
目する．
　1990年代に日本の児童養護施設でフィールドワークをおこなったイギリスの社会人
類学者Goodmanは，高等教育機関への進学者が少ない要因に学業不振をあげ，施設
入所で生じた転校や措置変更などが学習困難な状況を作り出していると指摘してい
る．さらにGoodmanは，「業績主義」に基づいた教育制度の問題にも触れ，一般家庭
の子どもに比べて，施設の子どもは高校への進学率が低いことの他に，養護学校（現: 
特別支援学校）に在籍している子どもの割合が高いことに着目している（Goodman 
2000=2006 : 232 -237）．後に，社会的排除の観点から施設の子どもの低学力問題を分
析した西田は，教師が子どもの社会的，家庭的背景をみることなく「学力の低さを本
人の能力の低さ」と捉え，放置した結果が低学力につながっていると言及している．
さらに西田によると，能力の低い子どもが普通学級ではなく，特別支援学級に就学し
ていることにも触れており，子どもが分離教育を受けることに，大半の職員は疑問を
抱くことはないという（西田 2012 : 208 -209）．このように，学力の獲得に必要な支援
が受けられず，特別支援学校に進学する傾向にあるのが，施設に措置された子どもた
ちというわけである．しかし，特別支援学校へ進学した後，子どもたちがたどる進路
や学習面の課題をどのように克服してきたのか，これまで触れられることはなかった．
　Goodmanが指摘した2000年以降，児童養護施設の子どもに関する研究には，社会
的排除が参照枠組として採用されるようになった（永野 2012 ; 西田 2011， 2012 ; 田中 
2004 ; 谷口 2011 ; 妻木 2011 ; 内田 2011）．施設で暮らす子どもたちをみてきた
Goodmanは，「ただ単にマイノリティ集団であるだけではなく，経済・政治権力への
アクセスという視点からも周縁集団そのもの」であると（Goodman 2000＝2006 : 
37），子どもたちが社会的排除状態に置かれていることに着目している．本稿では，
Goodmanと西田の社会的排除を参照するが，学力に問題があり進学が望めない子ど
もや知的障害の判定を受けた子どもは，施設でどのような進路指導を受けているのか
みていくことにする．
　施設の子どもが社会的に不利な状況に陥っているということは，1970年から発行が
はじまった全国児童養護施設協議会の季刊誌『児童養護』のなかでも取りあげられて
おり，高校進学率の低さや中卒就労の問題が話題にのぼっている．今では，施設の子
どもの18歳での退所は一般的になってきているが，1940年代から1990年代までは，施
設の子どもが15歳の義務教育修了年限に達したとき，高校へ進学することは珍しく，
殆どが就職していた．施設関係者のなかでも，子どもが転職や離職を繰り返している
ことは把握していたが，定時制であっても高校進学については，話題にはのぼらない
など消極的であったという．全体的に就職難の時代でもあったことに加え，施設の子
どもには頼ることのできる家族がいないことや，施設出身という偏見があり，高校を
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卒業したからといって就職することのできる時代ではなかった（萩野 1971 ; 長谷川 
1983 ; 石井 1994 ; 大須賀 1971）．
　施設から高校進学者が増えるきっかけとなったのは，1973年に特別育成費が措置費
のなかに高校修学経費として予算化されたことにあるといわれている．しかし実際に
は，高校進学問題がすぐに解決に向かったかというとそういうわけではなかった．こ
れまで中卒で退所していた子どもたちが高校へ進学することになると，施設は高校生
の指導体制や受け入れ体制（居室，設備，費用）などの課題を抱えていて解決策がみ
つかっていなかった（石井 1994 : 松川 1975 ; 山田ら 1975）．施設から高校へ進学する
子どもの割合が，一般家庭の子どもと変わらなくなったのは，2000年以降のことで
あった．そして高校進学問題が落ち着きはじめた施設にあっては，一般家庭に比べて
高等教育機関への進学する子どもが少なく，就職者が多いということが問題視される
ようになったのである．国は，施設の子どもの進学保障の観点から，大学進学等自立
生活支度費の予算化を進めているが1），学力の問題や高等教育機関への進学にかかわ
る入学金や授業料などの費用の負担，またひとり暮らしをするための予算が十分に確
保されているわけではない（厚生労働省 2017a; 全国児童養護施設協議会 2006）．
　他方，施設の子どもの学歴の獲得に向けた研究が進んでおり，施設から高等教育機
関へ進学することができた子どもの多くは，本人の学習意欲を支えるための職員や教
員による働きかけや，経済的負担を負わせないよう，返還期限のない奨学金制度を活
用するなど社会資源を駆使していた．家族を頼ることができない場合であっても，子
どもと複数の社会資源を結びつけるための人的ネットワークが進路指導のなかに存在
していたという（長瀬 2011）．反対に，施設から高等教育機関への進学が進まない原
因を調査した永野は，施設には「高卒就労で良い」といった考えを持つ職員がいたこ
となどをあげている（永野 2012）．つまり，子どもの進路は職員や教員による働きか
けによって，変化するものであるということである．
　また子どもが学業不振に陥ったり，失業率が高くホームレスになったりする可能性
が高いということは，アメリカやイギリスなどのフォスター・ケア（児童養護施設や
里親などの社会的養護）でも議論がおこなわれている（Dana et al. 2014 ; Gayle and 
McClung 2013 ; Johansson and Höjer 2012 ; McClung and Gayle 2010）．そのなかで，
親の経済資源や学歴を頼ることができない子どもが，獲得可能な資源として検討され
てきたのが社会関係資本である．フォスター・ケアを退所した子どもの動向を調査し
たJohanssonとHöjerは，子どもを支援する立場である親や仲間，教師，施設職員（里
親含む）とのつながりが，進学などにおける障壁を乗り越えるために不可欠であると
いう研究結果を得ている．併せてフォスター・ケアの子どもが抱える低学力や低学歴
は，上記にあげた教師や職員に加え，ソーシャルワーカーや心理療法担当職員など子
どもを支えるひとたちが，高等教育機関への進学に対して消極的な姿勢を示した結果
であると指摘している（Johansson and Höjer 2012）．さらに，家庭にいるときに築
きあげてきたネットワークの喪失，転校や新たな養育者との人間関係など複雑なルー
トを描く子どもたちは，社会関係資本の構築が困難な状況にあるという（Gayle and 
McClung 2013 ; McClung and Gayle 2010）．このように，学力不振に陥り進学や就職
が望めない子どもがフォスター・ケアにも存在しており，その解決策として注目を集
めているのが社会関係資本である．さらに，フォスター・ケアでは，頻繁に子どもの
措置変更が繰り返される「たらい回し」という問題を抱えていた．
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　そのなかでも特に，アメリカでは平均にして6ヶ月に1回，子どもが新しい里親家
庭や施設に措置変更されているという（U.S. DHHS 2007）．頻繁に措置変更がおこな
われるフォスター・ケアの問題にDanaらは，子どもが教師や友人と関係を確立，維
持することができないため，社会関係資本の構築が困難な状況が高等教育機関への進
学を阻んでいるとの見解を示している（Dana et al. 2014）．また子どもの措置変更が
繰り返しおこなわれる原因を調査したAndersenによれば，フォスター・ケアの養育
者と子どもの関係が不安定になり，子どもの扱いが難しくなれば措置が破綻すること
も少なくないという．加えて，経済資源を有する家庭の子どもよりも，貧困家庭の子
どもが措置変更に向かう傾向が強いなど，措置された後も引き続き家族の影響を受け
ているという研究結果を得ている（Andersen 2014）．アメリカでは，子どもの措置
変更が繰り返される「たらい回し」の問題が，深刻な問題にまで発展しており，子ど
もたちが職員や教師との信頼関係を築けないほか，それが学業成績にも直接影響を及
ぼしているという．
　ここまで，児童養護施設とフォスター・ケアで生活する子どもが抱える学業不振の
問題についてみてきたが，子どもの学力が低いのは，能力が低いからというだけでは
説明が難しい．しかし実際のところ，子どもたちは小学校就学前に就学指導委員会に
よる判定を受け，普通学校，普通学校にある特別支援学級，特別支援学校といった就
学先が決定されることになる．そして，学力検査のある高校受験を子どもが通過でき
なければ，高校以外の進学先を模索することになるが，進学ができなければ中卒就労
も現実味を帯びてくる．本稿では，児童養護施設で生活する子どもが，社会的に不利
な状況に陥りやすいという問題を抱えているなかで，それをどのように回避し，選択
肢を広げようとしているのか施設の取り組みに考察を加えていく．
２　研究方法
　
2.1 研究内容
　2016年現在，日本の児童養護施設は603ヶ所あり，定員数は32，613人で，現員が
27，288人である（厚生労働省 2017a）．本稿ではZ県にある児童養護施設Y（以下，「施
設Y」とする）での参与観察とその施設Yに入所経験のある20歳代の若者Xさんにお
こなったインタビュー・データを用いる．インタビューは，施設入所から退所後の生
活まで幅広く聞き取るため，半構造化面接法による調査を選択した．そしてICレコー
ダー等の録音機器の使用については承諾を得られなかったため，ノートにメモを取っ
た．研究協力者は，施設Yに10年以上の勤務経験がある職員5名（男性1人，女性4
人）である．データの収集は，2011年8月から2012年4月までの9ヶ月間，施設Yで
おこなった参与観察と，2016年3月に実施した退所者Xさんへのインタビューで得た
データを分析した．なお，インタビューに応じてくれたXさんは，同施設の退所者で
あるが，研究の趣旨等を説明し，データを使って研究をすることを伝え同意を得たう
えで調査をおこなった．また施設長から参与観察調査の許可を得て，職員や入所児童
の個人が特定できないよう配慮することも申し添えた．
― 40 ―
東北文教大学・東北文教大学短期大学部紀要　第８号
2.2 研究協力施設の概要
　施設Yの定員は40人で，定員充足率は約9割を超えていた．施設Yではまだ施設か
ら高校へ進学することがあまり一般的ではなかった1980年代から，高校や5年制の高
等専門学校への進学を勧めるなど，子どもの学歴の獲得には積極的に取り組んできた
施設である．実際の成果としては，2000年以降に入ってからになるが，高等専門学校
に1人，高等学校の看護科（5年間の教育を受けるコース）に２人，大学に1人進学
している．高校受験を控える中学生には，職員から積極的に声をかけ，就寝時間まで
受験勉強をさせたり，大学生の学習ボランティアを受け入れたりもしている．2009年
からは学習塾費が予算化されたこともあり，親の経済状況にかかわらず，学習塾に通
うことが可能になった．「学習塾にはいきたくない」という子どもには大学生が，施
設で宿題をみたり，試験勉強の手伝いをしたりしていた．
　また高校受験のある中学3年次に不登校を理由に施設へ入所する子どももいた．施
設に措置されたことによって，周りの環境が変わり学校へ通えるようになった子ども
や，学校へ通うことはできないが，適応指導教室には通うことができる子どももいた．
事前に，必ず職員から学校に子どもに関する情報が伝えられ，学習環境の調整をおこ
なっているということであった．主な調整業務としては，学校と児童相談所との拡大
ケース会議の場が設けられるが，施設に措置が決定されて以降は，転校先となる学校
に出向き，担任教員との面談もおこなっており，子どもの生活態度や家庭環境などに
ついて説明をしていた．
　そして，退所者の約9割が，高校を卒業した後，就職しており，県内外の企業に勤
めている一方で，子どもの約1割から２割が知的障害など障害の判定を受け，療育手
帳を取得していた．子どものなかには，施設Yに措置された時点で知的障害の判定を
受けていたということで，1ヶ月から6ヶ月に一度精神科のもとへ通院していた．ま
た定期的に脳波の検査をおこなっている子どももいるようで，てんかん発作の異常が
なくても年に1度は精神科に通院しているということであった．小学校入学前の就学
指導委員会のなかで，特別支援学校への就学が適当と判断されることもあるが，親の
希望もあり，小学校に籍を置き，国語や算数などの時間は特別支援学級に入り学習指
導を受ける子もいた．原則，就学前におこなわれる就学指導委員会を小学校就学後に
も受ける子もいた．知能検査の結果や学校での姿を踏まえ，小学校を卒業するまでに
特別支援学校に転校する子どももいるという．また特別支援学校に進学しない子ども
でも，施設Yでは就職活動の際に一般雇用が難しく，退所後行き場を失う可能性があ
る子どもには療育手帳の取得が勧められていた．施設Yでは，療育手帳を取得するこ
とで，障害者雇用の枠での就労や，20歳から障害基礎年金が受給できるため，子ども
の経済的安定につながると考えられていた．
　この施設Yに入所していたXさんは，中学3年生のときに施設へ入所し，高校受験
を経験し進学している．しかし1年生のときに喫煙の疑いと喫煙で謹慎処分を受け，
高校を退学している．その後，職員の付き添いのもと，公共職業安定所（以下，「ハロー
ワーク」とする）へいくが，中卒という学歴で職に就くことの難しさを知ったXさん
は，施設職員から障害者雇用の枠で働くことの提案を受け，療育手帳を取得し働ける
ところを探していた．しかし，高校退学したあと，障害者雇用の枠で職に就くことは
なく，アルバイトを続けながら，再び高校へ入学しており，高校卒業後は一般雇用の
枠で職に就いていた．
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3　データ
3.1 高校進学と就職
　施設を退所する子どもには，大きく２つの進路があった．その1つは，普通高校を
卒業し，一般企業に就職するケースである．先述したように，施設Yでは退所者の約
9割が職に就いており，これは，退所者の7割が高校卒業後の進路に就職を選択して
いるという厚生労働省の示すデータと比べても比較的多いようである（厚生労働省 
2017a）．頼れる家族がいないため，保証人を立て，住居を借りることが困難な子ど
もに対して，施設Yでは就職活動の時点で，子どもがひとりでも生活ができるように，
職業選択の際には寮や社宅が完備されている企業を優先的に探すことを勧めていた．
しかし，厚生労働省がおこなった「就労条件総合調査」をみてみると，施設Yが望む
ような条件を備えている企業は，2002年には41.2%あったのに対して，5年後の
2007年には35%と減少しており（厚生労働省 2002， 2007），地元のZ県で希望する企
業をみつけることができない場合には，県外の企業にも可能性を広げ，就職先を探し
ているということであった．このような進路を辿るのは，どの施設にもみられること
から，職員らによって作成された児童養護施設の手引きには，「住み込み就職」に関
する項目が設けられている．これまで敷金礼金といった初期費用などの経済的負担を
抑えられることで，住み込み就職が広がっていったようであるが，仕事を辞めたとき
住居を失うことになるため，必ずしも子どもの生活の安定につながるとは限らないと
いうことであった（東京都社会福祉協議会児童部会リービングケア委員会編 2009 : 
77）．
　施設Yでは退所者の対応に担当職員がかかわっているが，家庭支援専門相談員とし
て保護者対応をおこなっていた職員も加わり，退所後の相談を受けていた．具体的に
は，退所者やその保護者との電話連絡や家庭訪問などが中心になるが，職員が退所者
の勤めている職場へ出向いたり，居住先へ訪問したりもしていた2）．退所者のなかに
は，体調を崩して欠勤したことをきっかけに就業困難となったひとや，何も相談もな
く突然仕事を辞めてしまったひともいたという．施設Yでは，再就職を考えている退
所者の相談に乗ったり，ハローワークなどの公的機関につなげたりしていた．
　そして，施設では高校進学の際，子どもたちに学年成績が下位より上位でいられる
高校を選ぶよう指導をおこなっていた．そのなかで，大学への進学を意識した高校よ
りも，就職のサポート体制が整っている高校，資格を取得することのできる高校への
進学を勧めていた．施設の子どもが普通高校より専門学校3）や職業高校（現: 専門高
校）に進学していることは，Goodmanも注目しており，その傾向は1960年代から大
きく変わっていないようである．普通高校よりも専門高校を選択する傾向にある児童
養護施設についてGoodmanは，「職業高校のカリキュラムの少なくとも3分の1は一
般教育科目にあてられているのであるが，普通高校よりもはるかに低い地位」にある
と，各学校のカリキュラムの違いに触れている（Goodman 2000=2006 : 231）．
　施設Yで高校受験を控えた中学生の子どもは，進路希望調査用紙を施設に持ち帰り，
学校の担任教師と話した内容を踏まえ，担当職員と話し合い受験する高校を相談して
いた．職員は子どもの考えに理解を示しながらも，退所した後のことを子どもに伝え，
就職につながるような助言をしていた．高校進学を目指す子どものなかには，高等教
育機関への進学実績のある高校を考えている子どももいるが，職員からは入学金や授
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業料，ひとり暮らしにかかる費用などの説明を受けていた．さらに，親からは経済的
支援が得られないことなどを踏まえ，3年後の進路を念頭に置き，進学先を決定して
いた．
　この施設Yでは，高等教育機関への進学に実績のある普通高校よりも，企業からの
求人募集が多くあり，なおかつ危険物取扱者などの資格を取得することのできる工業
高校への進学を勧めていた．工業高校には男子が進学することが多く，女子が工業高
校へ進学するケースは稀で，女子には看護科のある高校への進学を提案していた．普
通高校でも福祉や情報ビジネスなどの職業教育コースに進むことが多く，卒業までに
訪問介護員（ヘルパー）の資格を得る子どももいた．訪問介護員の資格を取得した子
どもすべてが，福祉職に就くわけではないが，施設Yを退所した後に高齢者施設で働
いているひともいるという．このように，普通高校へいく子どもがまったくいないわ
けではないが，専門高校へいくことができなかった子どもが，普通高校へいくという
ものであった．
　
3.2 障害の判定と療育手帳の取得
　２つ目は，医師から障害の診断と児童相談所での判定を受け，療育手帳を取得して
いる子どもである．療育手帳を取得している子どもは，特別支援学校へ進学したり，
障害者雇用の枠で就職したりしていた．また児童養護施設を退所した後に，障害者支
援施設へ入所する子どもの姿もあった．他方，高校への進学や就職することが困難と
わかった時点で，子どもが障害の判定を受け，療育手帳を取得していたケースもあっ
た．
　
3.2.1 小学校就学
　施設Yの地域では，小学校就学前の幼稚園に通う子どもを対象に就学指導委員会に
よる訪問観察調査をおこなっている．その後，保護者（施設の場合は，担当職員も同
席する）に向けた就学相談説明会が開かれ，就学相談員と面談をし，後日，判定結果
が届くという流れになっている．子どもの就学先は，小学校の普通学級の他，特別支
援学級，普通学級に在籍しながら通う通級指導教室，そして特別支援学校がある．就
学前に，医療機関等で受けた子どもの診断書や療育手帳を取得している場合は，面談
の際に提示するが，特別支援学級や特別支援学校への就学に抵抗を感じる保護者もい
ることから，小学校の普通学級に在籍し，通級指導教室を利用することもあるという．
　施設Yでは職員が担当する子どもの親に面談日を伝え，親が参加できる場合には職
員も付き添い一緒に説明を受ける方針であるが，親の仕事の都合などで参加できない
ことが多く，職員から親に就学指導委員会の結果を説明しているという．家庭支援員
の経験がある職員は，特別支援学校を勧められた入所者Bさんの話のなかで，「［施設
に子どもを預けている親に限らず［筆者補足（以下同じ）］］どの親も判定の結果を受
け入れられないんじゃないかな．今は仕事のことや［自分自身］のことで一杯一杯に
なっているだろうし」（30代，女性，Iさん）と，親の状況に目を向けながら，子ども
の障害を親が受容するだけの余力がないという見解を示している．施設では，親に対
して就学指導委員会の結果を伝えなければならないが，学校に適応できないのではな
いかという不安や，何らかの理由で施設に子どもを預けている親の思いを職員は感じ
取っているのかもしれない．そのため，家庭の状況を学校に説明し，まずは小学校へ
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の就学を前提に話を進めているということなのであろう．そして小学校就学後は，学
習進度や学力検査の結果を踏まえ，段階的に普通学級から特別支援学級へ移行するこ
とで調整していた．施設Yの主な調整方法としては，親に参観日や運動会，保護者面
談など学校行事への参加をうながしたり，親の負担にならない程度に面会や帰省の回
数を増やしたりしていた．
　［就学指導委員会の結果］Aは大丈夫だと思うけど，Bは難しいかなって思った．
［Bは］入所する前に児童相談所から「精神遅滞」っていわれていたし，ひっかか
ると思った．小学校低学年までは学校に通うことができたとしても，高学年になる
と理科や社会といった科目がはじまると，特別支援学校を視野に入れておかないと
いけないのかもしれないね．特別支援学級もあるから，小学校「卒業」まではみて
もらえると思うけど．［親には］今すぐは難しいかもしれないけど，小学校を卒業
するまでにはちゃんと［障害のことを］理解してもらえるようにお出かけ［外出］
をしたり，帰省したりしてBの様子をみてもらって事情［特別支援学校への入学］
を説明すれば納得して［受け入れて］もらえるんじゃないかなって思ってる（30歳
代，女性，Iさん）．
　
　入所者Bさんの場合は，外出や帰省を通して，普段の姿をみてもらい，生活のなか
で支援の必要性を感じてもらうという施設の意図があったようである．また特別支援
学級に在籍したが，教科学習に遅れが生じているということで，教師から特別支援学
校への就学に関する説明や見学が勧められることもあるという．職員の話によれば，
小学3年次からはじまる社会や理科といった教科学習に合わせて，小学校から特別支
援学校への転校について相談を持ちかけられることが多いということであった．その
ため，就学後にも就学指導委員会による知能検査を受ける子どもがいるということで
あった．このように教科学習の遅れなど教育上の課題が現れたときが，特別支援学校
に就学する契機のひとつになっていた．しかし，特別支援学校への進学については「い
つか特別支援学校へいくことになるのであれば，友だちがいる小学校で卒業するまで
は通わせたい」（30代，女性，Gさん）と考える職員もいるなど，就学指導委員会の
結果だけで特別支援学校への転校を判断するのではなく，小学校に通う子どもの視点
に立ち総合的に考えているということがわかる．そして，Bさんを担当していた職員
のGさんは，Bさんが入所の時から小学校就学まで担当としてかかわっており，職員
のなかでも長時間生活をともにしてきたひとりである．その職員Gさんは，集団で生
活することが求められる施設の課題に触れながら，Bさんが障害の診断を受けること
に戸惑っているようであった．
　
　はじめにBの担当をしていた時期があるからわかるんだけど，２人でいるときは
何も問題ないし，いいたいこと［言葉でのコミュニケーションは難しいけど，伝え
たいこと］はわかるんだよね．他の職員はどう思っているのかな，私はB自身の能
力は高いと思ってて［Bさんが小学校就学前に脳波検査や知能検査を受けた結果は，
脳波に異常はみられなかったが，知能検査では測定不能であったという］．ただど
うしても他の子らから［悪戯や余計なお世話など］色んな刺激を受けるから，どう
しても［集団生活］に入ると［落ち着かなかったり，喧嘩したりと］問題が起きて
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しまうことがあるのよね．そこが残念なんだけど．今は２人でいて問題なくても，
集団生活になじめないようだったら，社会性がないとかっていわれるもんね．［障
害の判定は］仕方ないのかもしれないけど…（30歳代，女性，Gさん）．
　
　特別支援学校への進学には療育手帳が必要になる．その障害の判定をめぐっては，
同じ施設の職員のなかでも，統一した指導ができないと意見がわかれるようである．
Gさんのように，担当として子どもの身近な存在になることで，子どもの逸脱行動が
障害に起因した問題行動ではなく，環境の変化によってもたされたものであるという
認識のもとに，特別支援学校への就学以外の可能性を探る施設職員もいた．しかし，
子どものなかには家庭復帰が望めないことや，一般雇用の枠での就労が叶わないと子
どもの将来を不安視した結果，施設では療育手帳を保険のような役割として捉え，退
所後も継続して社会保障が受けられることに期待を寄せての指導のケースもみられた．
　
　このままBが普通の学校で義務教育を終えたとしても，［退所後，親元に］帰れ
る可能性も低いし，［一般雇用の枠で］就職するのも難しいよね．そのときまでに
は道をつくっておかないと．いつでも特別支援学校に入れるわけではないから，タ
イミングをみて，就学指導委員会にはかけておかないとね．施設［Y］にもいつま
でいられるかわからないし［知的障害児施設（現: 福祉型障害児入所施設）を示唆］
（40歳代，男性，Jさん）．
　
　職員Jさんは，Bさんが家庭復帰や仕事に就くことが困難であるとみており，児童
養護施設を退所したあと，生活に困窮しないようにするための対応策として，障害児
入所施設などにつなげておきたいという思いを持っていた．特別支援学校への転校は，
単に知的な遅れがあり，小学校での学習についていくことができないからというので
はなく，施設を退所したあと，待ち受ける困難を回避するための備えとして考えてい
るようである．
　
　［2000年以降］療育手帳が取りにくくなったかな．ADHDや自閉症とか発達障
害っていわれる障害だと，［知能指数が高いと］療育手帳がもらえない可能性もあ
るみたいだし．一応，精神［精神障害者保健福祉手帳（以下，「精神手帳」とする）］
の方で取れないかは確認するけど，［福祉サービスなどの面で］療育手帳が取得で
きた方が安心かな．Bはね，心配ないと思うよ．これからも［障害者支援］施設が
面倒をみてくれるはず．Bは［療育］手帳が取れる子だから［施設に入所して以降，
就学指導委員会による判定や，児童相談所などでの判定を受け，知的な遅れがみら
れるといわれてきた］，将来，親が頼れなくても，なんとか福祉の力を借りて生き
ていけると思う．問題なのは［療育手帳が］取れない子どもだよね．高校にもいけ
ない，就職もできないっていう子もいるから大変（40歳代，男性，Jさん）．
　
　今回，Bさんを例に就学前に就学指導委員会による調査，就学相談，そして特別支
援教育を受けるまでの過程をみてきた．就学相談には親の代わりに職員が面談に入っ
たり，親に付き添ったりしていた．また特別支援学校へ進学するためには，障害の判
定を受けることになる．その際，職員は親に付き添い，障害の判定結果を聞くことに
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なるが，判定を受けることになった経緯などを説明することになる．施設に措置され
た時点で，子どもが児童相談所で医学的な検査を受けていることから，職員は子ども
が何らかの障害を有していることは把握している．それでも，離れて暮らす親に学習
の遅れや特別支援学校へ進学することになった理由などを説明することの難しさを職
員は感じており，中学校就学までには親子の時間を作りながら，段階的に特別支援学
校への理解を得ようとしていた．またBさんのように，家庭復帰に目処が立っていな
いことや，一般雇用で働くことが困難なことが予想されることから，療育手帳を取得
し特別支援学校に就学，退所後は障害者支援施設に入所するという流れが，施設の職
員に共通した認識傾向としてみられるように感じた．施設で生活する子どもたちは，
施設に入所するまでに児童相談所で医学的，心理学的な診断を受けているが，家族を
頼ることができれば，さらに障害の判定を受け療育手帳を取得することはなかったの
ではないか．日本は「子どもの生活，育ちに関して『家族責任』，『親責任』を当然と
する社会」といわれており（西田 2011 : 200），このような家族依存社会のなかで，家
族を頼ることができないということは，いわば“国民の意識の障害”ないしは，“家
族制度の弊害”として捉えることもできるはずである．しかし，家族を頼ることがで
きない子どもが利用できる制度やサービスがないのも事実である．かれらが取得して
いる療育手帳は，緊急避難的措置であると位置づけることが適当なのかもしれない．
3.2.2 義務教育修了後の進学
　義務教育修了後，高校には一般家庭および施設の中卒者の9割以上が進学している
（厚生労働省 2017a）．その多くは学力検査を受けるが，出願状況をみて志望する高校
に入れない可能性がある場合は，高校のランクをさげたり，不合格の場合は２次募集
に進んだりしている．また確実に高校へ進学するために，公立と私立を併願すること
もある．また子どものなかには，学力検査の壁を乗り越えられないことを理由に，教
師から特別支援学校への進学が勧められることもある．
　施設Yでも，義務教育修了後は高校への進学を勧めており，3.1でみてきたような
進路を辿ることになる．退所者のなかには，高校へ進学したいが学力が問題になり，
教師から普通高校を受験する前に，特別支援学校を併願することを勧められていた．
学力検査の結果は，普通高校に合格し卒業をしているが，一般雇用の枠で就職ができ
なかったため，障害者雇用の枠で働いているひともいた．必ずしも職員のなかにある
最初の選択肢に，特別支援学校への進学があるわけではないが，3.2.1でも記したよ
うに施設Yでは義務教育修了後，子どもが行き場を失うことを回避するための次善の
策として，特別支援学校への進学も考えられていた．
　特別支援学校へ進学するためには，療育手帳を取得することになる．上記でもみて
きたように，療育手帳の取得には，保護者の理解が得られないことには手続きを進め
ることはできないが，子どもが障害の判定を受け入れることができなければ動き出す
ことはできない．
　
　Cは高校へいっても人間関係でつまずくと思っていたんじゃないかな．だからC
は抵抗なく［療育］手帳を受け入れてくれたんだと思う．ただDは特別支援学校へ
いくのは嫌がったね．（中略）Dは学力的にも高校には進学ができなかったし，中
学校の担任からは高校受験をしても受からないといわれていた．だからなんとして
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も特別支援学校には［入ってほしかった］．［義務教育以降も継続して］学校へ通わ
せるために，療育手帳が必要だった．もちろん普通に進路［高校への進学］を進め
ていけるなら，そうさせてあげたいけど，能力的なものやコミュニケーションでつ
まずいてしまうと思ったし，そんなときに［療育］手帳があれば，［障害者雇用の
枠で］，就職や生活支援［福祉サービス］を受けられると思ったんよね．施設に入
所している［高校へ進学できない］子どもにとっては助かる手帳だと，私は思って
いるかな（30歳代，女性，Fさん）．
　
　担当する子どもが，「中卒」で学校教育の課程を終えることに職員のFさんは，障
害の判定を受け，特別支援学校へ進学し，措置上限年齢の18歳までの残り3年間を，
施設で生活することを勧めていた．そしてFさんは，療育手帳を取得すると退所した
後も福祉サービスが受けられることを念頭に置いた．しかし特別支援学校への進学を
拒むDさんがいるように，子どもの選択肢にない学校への進学を勧めるのは容易なこ
とではない．続けて，子どもが療育手帳を取得することに対して，以前の自分の考え
を振り返るFさんは，次のように述べている．
　
　もし施設で働いてなかったら，偏見というかもっと療育手帳に抵抗があったと思
う．けど今は単純に［療育］手帳があるに越したことはないと思うし，［療育手帳
が取得できたら］，退所後も生活に困らないと思うようになったかな．［子どもが］
社会に出て支援が受けられないよりも，少しでも支援を受けることができたらと［考
えるようになった］（30歳代，女性，Fさん）．
　
　このようにFさんは，子どもが療育手帳を取得することに対して，施設での勤務経
験がなければ「偏見」があったと，働く前とその後の違いを話してくれた．そして療
育手帳があることで，障害者福祉の枠に子どもが入ることに安心感を得ていた．Fさ
んが担当するCさんやDさんは，療育手帳を取得することができ，特別支援学校へ進
学する準備が整ったが，Dさんが療育手帳を取得できる可能性は低かったという．
　
　Dはすでに，精神［精神手帳3級］の方で取れるって，お医者［精神科医］や［児
童相談所］からはいわれてたんよね．けどDの高校進学［特別支援学校］を考える
と療育手帳が取れた方が良かったんだよね．（中略）療育手帳が取れるかどうかわ
からない「グレーゾーン」の子だったから，［療育手帳が］取れたときは，「これで
支援が受けられる」って嬉しくなった．精神手帳も療育手帳みたいに支援がついた
らいいなぁ．そしたら，また違う道が開けるのに．家庭復帰ができない子どもや不
登校，人間関係でつまずく子どももいるから，［療育］手帳が取れて手厚い支援が
受けられるとほんとありがたいって思う（30歳代，女性，Fさん）．
　
　Fさんは，確実に取得できるといわれていた精神手帳3級よりも，Dさんの進学や
卒業後のことなど進路のことを考慮し，療育手帳の取得を模索していた．精神手帳3
級よりも，療育手帳が取得できたことによって，年金受給権の他，公共交通機関の割
引など，子どもが受けることができるサービスの幅が広がったと安堵している．一定
程度の精神障害の状態にあることを認定する精神手帳には，1級から3級までがあ
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り，全国一律で受けられるサービスとして，公共料金等の割引や税金の控除や減免な
どがある（厚生労働省 2010）．しかし，利用者の経済支援につながる障害基礎年金の
受給資格は，1級と２級までと定められており，3級は「障害厚生年金」に該当する
ため，子どもの場合は対象外ということになる（日本年金機構 2017 ; 精神障害者の障
害年金申請代行支援センター 2015）．そのためFさんは，経済的支援を受けられる可
能性の低い精神手帳3級よりも，障害基礎年金の受給資格が得られる療育手帳の取得
を望んでいた．
　また障害者雇用も増加傾向にあるということで（厚生労働省 2016a），大手企業の
障害者枠に入ることができると，作業所などで働くよりもある程度収入が得られるこ
ともあるという．数こそ少ないが，過去に施設Yを退所したひとのなかには，工業製
品を取り扱う企業の清掃業に就いたひともいたようである．月給は約110，000円から
と決して高額というわけではないが，経験や能力に応じて200，000円まで昇給したり，
勤務成績良好者には，正採用に登用という制度（仕組み）があったりと経済的な安定
は保障されているということであった．そして，20歳になれば障害基礎年金の受給が
開始されるため，高卒で一般企業に就職した子どもと同等か，それ以上の収入が得ら
れるケースもあるという．この特別支援学校への進学や障害者雇用枠での就労，障害
基礎年金の受給には，療育手帳が必要となる．施設Yでは，療育手帳を子どもに将来
社会へ出たときの「お守り」と伝え，施設に入所中は通学等で交通機関を利用すると
きの料金割引に用いられていた．
　
　施設にいるうちは療育手帳を持っていても，バスとか乗り物［交通機関］の割引
にしか使えないから，子どもには「お守りだよ」って伝えるようにしているかな．
（中略）子どもが施設を出たときに，［療育］手帳があることで，［福祉サービスな
ど社会資源の活用などを通して］色んな人とつながったり，支援が受けられたりす
るし，何よりも［障害基礎］年金がもらえたりするから［経済面では］助かるよね
（30歳代，女性，Hさん）．
　
　施設Yのある地域では，療育手帳を取得すると，乗物運賃の割引が受けられる他に，
所得税，住民税，自動車取得税などが減免されたり，県営住宅や市町村住宅の入居の
際の優先権が得られたりしている．しかし，子どもが施設に入所している間に受けら
れるサービスは乗物運賃割引程度である．障害基礎年金は20歳からの受給にはなる
が，1級では974，125円（月額81，177円），２級では779，300円（月額64，941円）が支
給される．所得制限は設けられており，1人世帯（扶養親族なし）の所得額が
3，604，000円を超えると年金額の２分の1が支給停止となり，さらに4，621，000円を超
える場合に全額支給停止となる（日本年金機構 2017）．2013年10月現在，知的障害者
の雇用状況をみてみると，生産工程従事者が25.6％と最も多く，全体の平均月額は
108，000円であった（厚生労働省 2014）．12ヶ月間働いた場合に置き換えてみると，
約1，296，000円前後になるが，所得制限を超えることはない．高卒者の平均年収約
2，500，000円（男性2，882，000円，女性2，077，000円）に比べると少なくみえるが（厚
生労働省 2016b），障害基礎年金を加算すると，高卒女性の平均年収と変わらない金
額になる．また療育手帳の取得によって，上記にあげた税の減免の他に，医療費の助
成なども受けることができる制度になっている．障害の判定を受け入れることができ
― 48 ―
東北文教大学・東北文教大学短期大学部紀要　第８号
ない子どももいたが，行き場のない子どもの頼れるところは療育手帳であった．イン
タビューに応じてくれたXさん（20歳代・男性）も施設Yに入所しているときに，療
育手帳を取得した経験者のひとりである．次節では，療育手帳を取得することになっ
た高校生のときを振り返る，Xさんの生活歴を中心にみていく．
3.3 療育手帳を取得した経験のある若者Xさんの生活歴
　施設入所に療育手帳を取得していたXさんは，施設で入所中は特別支援学校の併願
などが話題になることはなく，義務教育修了後に普通高校へ進学していた．しかし，
高校の退学を機に，中卒という学歴で働くことを考えハローワークへ通っていたが，
働けるところは限られていたという．家族を頼ることはできないとわかっていたXさ
んは，一般雇用から障害者雇用に移行し，仕事を探そうとした．そして障害者雇用に
切り替えることで必要になったのが，療育手帳である．本人は取得できるとは想像し
ていなかったようであるが，判定の結果，療育手帳を取得することができた．
　
　高校をやめて，中卒でも良いから働こうって開き直ったことがあって．というか，
そうしようと思ってたんだけど，現実は厳しかった．厳しかったなあ．［当時の］
担当だった職員と一緒に，ハローワークにはいったけど，中卒で働ける仕事は，ほ
んと何もなかった［Xさんの希望する職種がみつからなかったことに加え，選択肢
が限られていた］．そんときに［次の進学先が決まるまでの間に］，療育手帳を取っ
たんだけど．「まず取れんだろう」って思ったし，「取れるはずない」って思ってた
んよ．そんときは欲しくなかったっていうか，正直［障害者って思われることに抵
抗があって］嫌だったんだけど，就職しやすいっていうから，取らな仕方ないのか
あって思ったんよ．家にも帰れなかったし…．で，やっぱり高校は卒業しとこうっ
て思って，高校［定時制］に入ったんだけど，それまではアルバイトでなんとか．
［療育］手帳（B判定）は取ったんやけど，オレが持っているようにみえんから，
怪しまれたこともあったよ．［今思うと］ていうかあれは，無理があったと思うわ．
結局，療育手帳はほとんど使うことなかったけどね（20歳代，男性，Xさん）．
　
　高校を退学し施設も退所して働くことを決意したというXさんは，職員付き添いの
もとハローワークへいき相談をしていたようであるが，中卒（学歴不問）で働ける企
業が少ないという現実を目の当たりにした．総務省統計局が2017年9月に公表してい
る「新規学卒者の職業紹介状況」をみてみると，2017年3月卒業の中学卒業者にきた
求人数は1，772人で，求職者は690人，求人倍率が2．57倍であった（就職率89．3％）．
過去5年間をみると，求人数に大きな変化はないが求職者数は減少し，求人倍率は増
加傾向にある．求人のうち，「生産工程，輸送･機械運転，建設，運搬等の職業」が
72．0％を占めており，2017年3月中学卒業者の69．8％が就職している（総務省統計局 
2017）．さらに，厚生労働省の「新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移」によると，
大卒者の約3割，高卒者の約5割，そして中卒者の約7割が3年以内に離職しており，
その傾向は20年間以上続いているという（厚生労働省 2017c）．
　そして，厚生労働省が公表している障害者雇用の状況をみてみると，2017年現在，
民間企業（50人以上規模の企業: 法定雇用率2．0％）で障害者を雇用している数は
495，795人で，これは前年より4．5％（21，421人）増加しており，14年連続で過去最高
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を更新している．雇用者のうち，身体障害者は333，454人（対前年比1．8％増），知的
障害者は112，293人（同7．2％増），精神障害者は50，047人（同19．1％増）と，いずれ
も前年より増加し，特に精神障害者の伸び率が大きいことがわかる（厚生労働省 
2017d）．またハローワークにおける障害者の職業紹介状況をみると，2016年度の新
規求職申込件数は191，853件（対前年度比4，655件，2．5％の増加）で，就職件数は
93，229件（対前年度比3，038件，3．4％の増加）であった．そして，就職率（就職件数
／新規求職申込件数）は48．6％と，8年連続で増加している（厚生労働省 2017e）．
　ここまで，一般雇用の状況と障害者雇用の状況をみてきた．中卒者を対象とした求
人はあり，一般雇用のなかで働くことは可能である．しかし，勤務地や仕事内容，労
働条件などを考慮すると，働けるところは限られてくるかもしれない．そのため，給
与や福利厚生など，労働条件が高卒者と大きく変わらないということであれば，障害
者雇用の枠で働くことを選択肢のひとつとして考えるのは，実は不思議なことではな
い．
　一般雇用から障害者雇用に移行する方向で考えていたXさんに，現在も取得した療
育手帳を使用しているかを尋ねたところ，療育手帳の更新をおこなっていないことが
わかった．
　
　職員から［療育手帳］の更新について連絡があったよ．結局，手続きにはいって
ないけど…．更新していないから，今は，［療育手帳］を持ってないんよね．あの
とき，担当と市役所にいって，面接？みたいなのはしたかな．［面接の内容は］覚
えてないんだけど，担当［職員］からこう聞かれたらこういえ，みたいな作戦会議
みたいなのはしたかな，あははは．あ，その前に児相［児童相談所］でもなんか，
こんな感じでひとと話をしたりしたかな．結局，［療育手帳］ってバスとかは安く
なるんやったみたいやけど，ほか持っててもあまり［意味がない］…，だから更新
にはいってないんよ（20歳代，男性，Xさん）．
　
　療育手帳の取得者は，原則２年毎に判定を受けることになっており，その判定は児
童相談所または知的障害者更生相談所でおこなわれる．判定では知能検査などが用い
られ，総合的に判断し，重度（A）その他（B）に振り分けられる．施設入所中に，
高校を退学して働くことを考え療育手帳（B判定）を取得していたXさんは，療育手
帳を取得するために訪れた児童相談所で面談した際に，職員から事前に説明を受けて
いたことを覚えていた．そして，療育手帳を取得したことによって受けられるサービ
ス内容についても把握はしていた．しかし，高校を卒業することを決意したXさんは，
療育手帳を返上し，現在は一般雇用の枠で就職している．
4　考　察
　施設Yでフィールドワークをおこなった結果，小学校就学後の子どもの進路には，
普通学校と特別支援学校への進学の２つがあった．入所者の多くは普通学校に進学し
ているが，小学校就学時に，知能検査や学力検査の数値が低い子どもにも，特別支援
学校の話が持ちかけられていた．しかし，高校を選択するだけの学力が備わっていな
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い子どもも多く，高校進学が危ぶまれるケースでは，学校の教師から，特別支援学校
の進学を勧められていた．他方，施設Yでは，高校を卒業した後は，仕事に就くこと
ができるよう，免許資格の取得を前提とした職業高校に，進むよう話し合いがおこな
われていた．
　西田の研究では，子どもが特別支援教育を受けることに疑問を抱く児童養護施設の
職員は少なく，多くは疑問を抱くことはないということであった（西田 2012）．しか
し施設Yでは，子どもが障害の判定を受けることに，疑問を抱く施設職員のGさんの
姿はみられた．職員Gさんは，成長する姿を見届けてきたBさんが，障害の判定を受
けることに強い違和感を持っていた．しかし，職員のＩさんやFさんの話にもあるよ
うに，子どもたちのなかには，児童相談所に保護された時点で，心理判定や医学的診
断を受けており，家庭環境や障害の有無などに関する情報が記載された経過記録が，
措置先の児童養護施設に渡されることになっている．そのため，Gさん以外の職員か
らは，子どもの障害を把握したうえで，小学校のカリキュラム上，3年生から社会科
や理科などがはじまるため学校の授業についていけなくなると考えるIさんや，家庭
復帰や一般雇用の枠で就労が困難なことから将来，施設を退所した後のことを考え，
特別支援学校への進学を勧めるJさんの姿があった．また職員からは，親に子どもの
障害を受け入れてもらうまでの苦悩や葛藤も聞くことができた．このように，既に障
害の診断を受けている子どもと，児童養護施設で働く職員は向き合いながら，施設を
退所した後の生活に困窮しないよう処遇を考えていた．
　そして，高校への進学には学力検査がおこなわれるが，普通高校に進学可能な段階
に達していない子どもは，特別支援学校に進学したり，普通高校と特別支援学校を併
願したりしていた．子どもが特別支援学校の受験を望まなかったり，高校受験に失敗
したりすると，15歳で施設を退所し働くことになる．しかし，3.3でも触れたように，
中卒で働けるところは限られており，早期離職の可能性も高いといわれている．施設
退所者の離職問題について調査をおこなった妻木は，低学歴での就労が，袋小路的生
活へと向かわせているとの見解を示している（妻木 2011）．社会的に不利な状況に陥
らないよう子どもたちは，学歴社会のなかで学歴獲得を目指すことになるが，子ども
たちのなかには，高校への進学が危ぶまれる状況にあるものもいた．職員のFさんに
よれば，特別支援学校に進学した子どものなかには，高校進学を諦めていたり，特別
支援学校への進学に戸惑ったりする子どもがいたという．そのため施設Yでは，高校
への進学を考えている一方で，子どもが行き場を失うことを回避するため，必要な措
置として特別支援学校への進学を選択肢に入れていた．その後は，障害者雇用の枠で
の就労が選択できるが，当事者である子ども自身が望まない形での就職になれば，離
職そしてやがては，袋小路的生活が待っているということも考えられるのである．
　2015年に刊行された『施設で育った子どもの自立支援―子どもの未来をあきらめな
い―』のなかに，中学3年生のときに「障害者手帳」を取得したひとのエピソードが
紹介されている．「俺が中3のとき，俺は障害者手帳を取った．（中略）手帳を取った
後，特別支援学校に入学した．そして，障害者枠で大きな企業にも入社できた．職員
は皆，すっげえ喜んでくれた．職員が喜んでくれて，俺も嬉しかった．俺なんかが高
校に行けたのも，立派な企業に就職できたのも，俺が手帳を持ったからだ．俺が障害
者になったからだ．でもいいことばっかじゃ，全然なかった．俺が障害者とわかった
とたん，態度を変える奴，俺を見下す奴，差別する奴を死ぬほど見てきた．特別支援
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学校のセンコーや，就職先の上司や同僚のなかにも，『障害者だから』と，俺を下に
見る奴がいた」という（高橋ほか 2015 : 126 -128）．このように，児童養護施設では，
子どもたちの将来のことを考え，療育手帳取得という目標を掲げることがあるという
ことがわかる．さらに，療育手帳を用いた進路指導をおこなううえで高橋らが，大切
にしていたのが「本人の主体性」であり，「自分にとって，その進路選択が有意義で
あることをしっかりと理解していること」が重要であると述べている（高橋ほか 
2015 : 130）．つまり，療育手帳を用いた進路指導に対して，子ども本人が納得してい
なくては，生活の安定にはつながらないということである．療育手帳を取得したこと
で，障害者基礎年金の受給権や福祉サービスが受けられるが，最善の策と考えるので
はなく，退所者が困難な状況にあれば，いつでも相談に乗ることが出来るような支援
体制が，児童養護施設をはじめとする関係機関が，今後取り組んでいかなくてはなら
ない大きな課題といえるだろう．
　頼れる家族がいないことに加え，高校を退学し働こうとしていたXさんも，療育手
帳を取得していたひとりである．Xさんは，当時高校生だった頃の自分を振り返り，
療育手帳は必要だったと納得していた．このことから施設Yにおいても，療育手帳を
用いた進路指導のなかで，子どもの主体性を重視したかかわりをおこなっているとい
うことがわかる．さらに，Xさんは施設を退所した後，療育手帳を返上していたこと
から，障害者としてのキャリアを手放すひともいるということである．このことから，
療育手帳を用いた支援が，いつまで続くかどうかは，実は取得者本人の意思によって
決まることもあるということがわかる．Xさんは納得して療育手帳を返上しているが，
職員から更新に関する連絡を受けていた．職員のなかには，退所後も療育手帳を持ち
つづけてほしいと考えるひともいるが，そのこと以上に退所後も職員とつながり続け
られることが，何よりも重要といえるのではないか．
　ここまで，児童養護施設における療育手帳を用いた，子どもの進路指導についてみ
てきたが，療育手帳は誰でも取得できるわけではない，ということは再認識する必要
があるだろう．しかし，施設で生活する子どものなかには，就職が困難な子ども，ま
たは家族を頼ることが難しいといわれる子どもたちがいる．その子どもたちが施設を
退所した後，生活に困窮しないよう入所中からできることとして，療育手帳の取得や
戦略的な高校選択を進路指導のなかで展開していく必要性を強く感じた．ただし，退
所者らが，安心して生活を送れるという保障も何もないというのも事実であり，退所
者が困ったときに相談できるような信頼関係の構築へのたゆみないかかわりが，職員
と子どもの間に築けていたかどうかが問われているのかもしれない．これは，施設養
護の大前提であり，いわばその本質が問われているともいえる．
5　結　論
　本稿では，学力に遅れがあり進学が望めない子どもに対して，ホームレス化などの
社会的に不利な状況を回避させ，選択肢を広げて生活していけるように指導すべく，
知的障害者として認定されるよう働きかける職員の姿をみてきた．障害の判定を受け
療育手帳を取得した子どもが，特別支援学校へ進学していたり，退所者のなかには障
害者雇用の枠で働いたりしているひともいた．医学診断が重要視されるこの療育手帳
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を施設では，家族を頼ることができないケースの子どもや，高校への進学が困難な子
どもを中心に取得させようと取り組んでいた．社会的に不利な状況にある子どもに対
して療育手帳を用いることになるが，行き場のない子どもが療育手帳取得を経て，福
祉サービスを受けることで，生活の安定を図ろうと職員と子どもが一丸となって苦悩
していた．Richmondは「人間と社会環境との間を個別に，意識的に調整することを
通してパーソナリティを発達させる」ことが，ソーシャル・ケース・ワークであると
定義している（Richmond 1922=1991 : 57）．つまり，医学診断が必要な，療育手帳の
取得に取り組む際に，家庭の状況や学業不振などの問題を抱える子どもの課題を取り
込もうとする職員の姿は，ソーシャル・ケース・ワークの基本原則に則った支援方法
で援助され続けなければならないことは明らかである．
　また療育手帳取得を選択することで，子どもが障害の判定を受けることになるが，
障害者としてのキャリアを全員が順調に歩み続けるわけではなかった．「お守り」を
捨てることにはなるが，当人の意思で療育手帳は返上することは可能であり，療育手
帳を用いた進路指導をおこなう職員の苦悩や障壁もその一端を理解することができ
た．このように，児童養護施設の現場では，社会的に不利に陥るかもしれない子ども
を守るための手段として，療育手帳が用いられているが，療育手帳を取得したことに
よって子どもの将来が明るいものになると決まるわけではない．退所したひとたちが
悩んだり，困ったりしたときに，直接会って話を聞くことができるような環境を，児
童養護施設は用意していくべきであろう．そのためにも，まずは普段の生活のなかで
子どもと職員が良好な関係を築くことからはじめるということを確認した．それは
日々のなにげないかかわりのなかからしか生まれない．親はもちろんだが，働く職員
の子どもの将来をみつめる，正しくも厳しい眼差しが不可欠であることを指摘し結語
とする．
注
1）2006年からはじまった「就職支度費・大学進学等自立生活支度費」は徐々に増加
しており，1人1回79，000円であったのが2017年現在は81，260円となっている．
また親の経済的援助が見込めない場合は，194，930円が加算され276，190円の支給
が受けられる．また2009年からは学習塾費が予算化されており，授業料は国に請
求することができるようになっている（厚生労働省 2017a）．
２） 退所者は，正月やゴールデンウィークなどの長期休暇を利用して施設Yに帰省し
ていた．退所者のなかには，きょうだいに会うことを目的に帰省しているひとも
いた．しかし，帰省している子どもの数は少なく，帰省する回数も子どもが年齢
を重ねるにつれて，減少傾向にあるということであった．
3）ここでいう専門学校とは，「義務教育後の教育機関では最底辺にランクされ，事
実上は仕事に関連した徒弟見習学校」のことである（Goodman 2000=2006 : 
231）．
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